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１．17年9月中間期の連結業績 （平成17年4月1日～平成17年9月30日）
(1) 連結経営成績 （記載金額は百万円未満切り捨て表示）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年9月中間期

16年9月中間期

17年3月期

百万円 ％ 銭 銭

17年9月中間期

16年9月中間期

17年3月期

（注） ①持分法投資損益 17年9月中間期 16年9月中間期 17年3月期
②期中平均株式数（連結） 17年9月中間期 株 16年9月中間期 株 17年3月期 株
③会計処理の方法の変更 無
④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 連結財政状態

百万円 百万円 ％

17年9月中間期

16年9月中間期

17年3月期

（注） 期末発行済株式数（連結） 17年9月中間期 株 16年9月中間期 株 17年3月期 株

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

17年9月中間期

16年9月中間期

17年3月期

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 社 持分法適用非連結子会社数 社 持分法適用関連会社数 社

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 （新規） 社 （除外） 1 社
持分法 （新規） 社 （除外） 社

２．17年12月期の連結業績予想（平成17年4月1日～平成17年12月31日）

百万円 百万円 百万円

（参考）  １株当たり予想当期純利益（通期） 58 円 76 銭

※ 上記は発表日現在において入手可能な情報を前提としており、実際の業績は、今後の様々な要因によって大きく変動する
   可能性があります。なお、業績予想の前提となる仮定等につきましては、添付資料の４ページを参照して下さい。
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　トヨタ自動車(株)の関連会社である当社の企業集団は、当社子会社３８社および関連会社８社で構成され、
その主な事業は工作機械・メカトロニクス製品、自動車部品およびこれらの関連製品の設計、製造と販売で
あります。なお、当社は製造、販売、研究開発および子会社・関連会社統括の各機能を有しております。
各事業における当企業集団の位置づけ等は次のとおりであります。

　ﾄﾖﾀﾞ ﾏｼﾅﾘｰ ﾕｰｴｽｴｰ㈱　[TMU]

　ﾄﾖﾀﾞ ﾏｼﾅﾘｰ ｱﾝﾄﾞ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ ﾖｰﾛｯﾊﾟ㈱　[TMEE]

　ﾄﾖﾀﾞ ﾐﾂｲ ﾖｰﾛｯﾊﾟ㈲　[TME]

　ﾄﾖﾀﾞ ﾏｼﾅﾘｰ ｻｳｽ ｲｰｽﾄ ｱｼﾞｱ㈱　[TMSEA]

　豊田工機（大連）㈲　[TMD]

　ﾄﾖﾀﾞｺｳｷ ﾄﾞ ﾌﾞﾗｼﾞﾙ㈲　[TKB］　　　他

　豊興工業㈱

　㈱ＣＮＫ

　豊ハイテック㈱

　㈱豊幸

　豊田バンモップス㈱

　フォーミックス㈱

　㈱ＴＫエンジニアリング

　㈱戸谷製作所

※三井精機工業㈱　　　他

　ﾄﾖﾀﾞｺｳｷ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ﾉｰｽ ｱﾒﾘｶ㈱　［TANA］

　ﾄﾖﾀﾞｺｳｷ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ｻｳｽ ｶﾛﾗｲﾅ㈱　［TASC］

　ﾄﾖﾀﾞ ﾏｼﾝ ﾜｰｸｽ (ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)㈱　［TMWT］

　ﾄﾖﾀﾞｺｳｷ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ﾕｰｹｰ㈱　［TAUK］

　ﾄﾖﾀﾞｺｳｷ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ﾁｪｺ ﾘﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ㈲ ［TACR］

　豊田工機汽車部件（天津）㈲ [TATJ]

　大連豊田工機創新汽車部件㈲ [TDI]

　GKN ﾄﾖﾀﾞ （ﾀｲﾗﾝﾄﾞ）㈱　［GTT］

　ﾄﾖﾀﾞｺｳｷ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ﾄﾙｾﾝ ﾖｰﾛｯﾊﾟ㈱　［TATE］

　ﾄﾖﾀﾞｺｳｷ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ﾄﾙｾﾝ ﾉｰｽ ｱﾒﾘｶ㈱ ［TATNA］

　T&K ｵｰﾄﾊﾟｰﾂ㈱ [T&K]

　GKNﾄﾞﾗｲﾌﾞﾗｲﾝ ﾄﾖﾀﾞ ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｭｱﾘﾝｸﾞ㈱  [GTM]　他

　ジーケーエヌ豊田工機㈱

　豊田工機トルセン㈱

　㈱ファーベス　　　他

そ
の
他

　１．　企  業  集  団  の  状  況  
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※　：　持分法適用会社

　　　　 製品・部品 等の流れ

海外製造・販売等子会社・関連会社

国内製造・販売等子会社・関連会社

海外製造・販売等子会社・関連会社

国内製造・販売等子会社・関連会社

その他の子会社

　 ㈱ＴＫヒューマン
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（１） 経営方針

 １）経営の基本方針

取り組んでおります。

＜＜経営フィロソフィー＞＞

その内容は次の通りであります。

 ①

 ②

調和を目指し、豊かで住みよい社会づくりに貢献する。

 ③

企業市民を目指す。

 ④

 ⑤

 ⑥

 ２）中長期経営戦略･会社の対処すべき課題

されます。

強力に推進してまいります。

 ①　　お客様に信頼される「品質の豊田工機グループ」の基盤強化

 ②　 お客様への貢献と事業の拡大につながる「ＴＯＹＯＤＡ」ブランド力の強化

 ③　 中期計画達成を確かなものにするための収益体質の確立

 ④　 グローバルなビジネス体制の構築と強化

 ⑤　 環境変化に対応した人材育成とマネジメントの強化

とともに、新たなビジネスチャンスの創生が可能な企業を目指してまいります。

 ３）利益配分に関する基本方針

 ４）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

予定でおります。

　２．  「 経 営 方 針」 及 び 「経 営 成 績  及 び 財 政 状 態 」   

配当については、株主への利益還元を考慮し、安定的な配当の継続を基本に、業績および配当性向等を総合的に

更に、光洋精工株式会社との合併により、モノづくりの基盤である工作機械事業を有するグローバルな自動車部品事業主体の

会社として、顧客に信頼され期待される企業に飛躍、成長することにより、厳しい経営環境に対処し社会の信頼に応える

豊 田 工 機 グ ル ー プ は 、 ｢ お 客 様 と 社 会 へ の 限 り な い 貢 献 を 目 指 し て ｣ を 経 営 フ ィ ロ ソ フ ィ ー の 柱 と し て

掲 げ 、 “ グ ロ ー バ ル な お 客 様 か ら 存 在 価 値 の あ る 企 業 と し て 認 知 さ れ 、 そ の 中 で 中 核 的 な 役 割 を

担 え る 企 業 と し て 存 続 し 、 更 に グ ロ ー バ ル な 発 展 を 遂 げ ら れ る ” よ う 経 営 戦 略 お よ び 商 品 力 と 販 売 ・

サ ー ビ ス 力 を 強 化 し 、 モ ノ づ く り ・ 業 務 プ ロ セ ス と 企 業 風 土 を 改 革 し て い く 事 に 、 グ ル ー プ 一 丸 と な っ て

「 オ ー ル 豊 田 工 機 は グ ロ ー バ ル な お 客 様 と 社 会 へ の 限 り な い 貢 献 を 目 指 す 」

資 源 を 大 切 に し 、 環 境 保 全 ・ 省 資 源 ・ リ サ イ ク ル 活 動 を 推 進 し な が ら 、 人 ・ 社 会 ・ 地 球 環 境 と の

との生き残りをかけた 競争 は益 々激 化し てまいりまし た。

一方、工作機械業界におきましては、国内外からの受注はともに堅調に推移し、引続き好調さを維持することが期待

時 代 を 先 取 り し た 魅 力 あ る 世 界 No.1 商 品 の 提 供 を 使 命 と し 、 広 く 社 会 ・ お 客 様 に 学 び 、 豊 か な 発 想 で

個 人 を 尊 重 し 、 一 人 ひ と り の 創 造 力 を 大 切 に し な が ら 、 互 い に 協 力 し て 目 標 に チ ャ レ ン ジ す る 組 織

常 に 品 質 第 一 に 徹 し 、 原 価 ・ 生 産 性 の 改 善 を 推 進 し 、 企 業 体 質 を 強 化 し な が ら 、 多 様 な 環 境 変 化 に

す ば や く 対 応 し 、 長 期 的 な 展 望 の も と に 着 実 な 成 長 を 目 指 す 。

常 に 、 お 客 様 第 一 に 徹 し 、 お 客 様 へ の 真 の 貢 献 を 最 優 先 す る 。

国 内 外 に広 く 通 用 す る 人 間 と し て 、 法 と そ の 精 神 を 尊 重 し 、 フ ェ ア で オ ー プ ン な 行 動 によ り 信 頼 さ れ る

株 式 会 社 ジ ェ イ テ ク ト に お き ま し て は 、 平 成 １ ８ 年 １ 月 ４ 日 の 取 引 よ り １ 単 元 の 株 式 数 を １ ０ ０ 株 に 変 更 す る

この様な市場環境の中、お客様に貢献し、２１世紀に成長し続ける企業集団であるために下記を経営戦略の骨子として

新 し い 価 値 の 創 造 と 卓 越 し た 技 術 に 挑 戦 す る 。

当社グループの主要なお客様である自動車業界のグローバル展開が進展する中、コスト競争力の更なる強化、環境・

安全・関連技術開発ニーズの実現、品質レベルの格段の向上が要求され、自動車部品業界のグローバルメガコンペチター

活 動 を 通 じ て 、 夢 を 求 め 情 熱 を 燃 や し 明 る い 企 業 を つ く る 。

当 社 は 平 成 １ ８ 年 １ 月 １ 日 に 光 洋 精 工 株 式 会 社 と 合 併 し 、 株 式 会 社 ジ ェ イ テ ク ト と な り ま す 。

勘案しております｡ 更に株主の皆様のご期待にお応えすべく､鋭意邁進してまいる所存であります。

－2－



 ５）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策

アカウンタビリティの確保に努めてまいります。

図っております。

取締役会で審議を行っております。

 ６）親会社等に関する事項

(１)親会社等の商号等 (平成１７年９月３０日現在)

　株式会社東京証券取引所　市場第一部
　株式会社名古屋証券取引所　市場第一部
　株式会社大阪証券取引所　市場第一部
　証券会員制法人福岡証券取引所
　証券会員制法人札幌証券取引所
　ニューヨーク証券取引所 (アメリカ)
　ロンドン証券取引所 (イギリス)

(注)親会社等の議決権所有割合欄の(　)内は、間接被所有割合で内数であります。

(２)親会社等との取引等に関する事項

百万円 百万円

兼務 １人
転籍 ４人

 (注) 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。

ユーロ圏でも穏やかに持ち直すなど、着実に回復してまいりました。

上回ってまいりました。

販売に支えられ好調さを維持してまいりました。その結果、国内生産は順調に増加してまいりました。

日本からのサービス支援体制を強化すると同時に、欧州・アジア地区のサービス体制の強化を図りました。

に対等の立場で合併することを再確認致しました。

また、本年２月に公表致しましたが、当社と光洋精工株式会社は、合併契約書を本年５月に締結し、平成１８年１月1日

工作機械業界におきましては、内需は自動車業界および一般機械業界の旺盛な設備投資意欲に後押しされて

高水準の受注を維持し、外需も日系自動車メーカーの中国、タイ、旧東欧等への活発な進出・増産計画に支えられ、

自動車部品事業におきましては、ここ数年米国、欧州（チェコ）、アジア（中国、タイ）などに相次いで設立した生産拠点

の増産体制整備と軌道化を推進し、本年３月には中国に豊田工機科技中心（大連）有限会社を設立し、海外最初の

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 拠 点 と し て ９ 月 か ら 業 務 を 開 始 致 し ま し た 。

高水準の受注を確保してまいりました。その結果、日本工作機械工業会の受注は好調であった前年同期を大きく

また自動車業界におきましては、国内販売は登録車、軽自動車ともに前年同期を上回り、輸出も欧米、アジアの

このような状況のなかで、当社グループは、生産・販売活動を一層グローバルに展開するため、工作機械事業におき

ましては、納入した設備の安定稼動を図り、お客様のグローバル生産体制を支えるため、ＩＴを活用したシステムを構築し

当社は企業価値の持続的な向上のため、経営の迅速性と適正性を確保して、株主の負託に応えるとともに、

当社では「企業行動・リスク管理委員会」を設置し、企業活動全般について法律面や、企業倫理面からの

チェックを行なうとともに、社員の基本的な心構え・行動指針を｢豊田工機社員のアクションマニュアル実行の

手 引 き ｣ と し て 明 文 化 し 、 適 時 そ の 見 直 し を 行 い 、 従 業 員 、 当 社 グ ル ー プ 、 仕 入 先 へ の 一 層 の 徹 底 を

国 際 社 会 か ら 信 頼 さ れ る 企 業 市 民 と し て 企 業 に 課 せ ら れ た 社 会 的 責 任 （ Ｃ Ｓ Ｒ ） を 果 た し て ま い り ま す 。

ま た 、 投 資 家 や 株 主 の 皆 様 に対 し て 経 営 の 透 明 性 を 高 める た め 、 Ｉ Ｒ 活 動 に 積 極 的 に 取 り 組 み 、 十 分 な

（２） 経営成績及び財政状態

また、取締役会、監査役会などの法律上の組織に加えて、商品企画・営業・品質・調達・原価・海外事業・

人事の機能ごとに機能会議を組織し、その中で十分審議 を行 った 上で、全 社的 に重 要な意思 決定 を必 要と

する事項については、常務会および経営会議で審議し、更に当社の取締役会規則に照らして必要な項目は

58,783 売掛金

自動車及び
同部品等の
製造販売

(0.13)

18,729

当上半期のわが国経済は、原油価格の高騰など景気の先行きに対する懸念もありましたが、概ね順調に推移

致しました。また世界経済は、米国の景気は、ほぼ堅調に推移し、アジアでも中国を中心に景気の拡大が続き、

親会社等が発行する株券が
上場されている証券取引所等

親会社等の議決権
所 有 割 合  (％)

上場会社が他の会社の
関連会社である場合における

当該他の会社

関係内容

親会社等 属性

トヨタ自動車株式会社 24.57

事業の内容
又は職業

親会社等 住所
事業上の関係役員の兼任等

取引金額 科目 期末残高取引の内容

当社製品
の販売

トヨタ自動車株式会社
愛知県
豊田市

当社製品
の販売
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（５２９億円）に比べ２７．９％の増加となりました。

売上高合計では対前年同期（１，１１３億円）に比べ２７．６％増の１，４２０億円になりました。

は５０億６千６百万円（対前年同期比９０.７％増）となりました。

連結設備投資額は、自動車部品事業を中心に行った結果、１０７億６千９百万円となりました。

の設備投資および、株価の上昇による投資有価証券の増加により、８０億５千１百万円の増加となりました。

負債につきましては、８月に第１回普通社債２００億円を償還し、短期５０億円と長期１５０億円の借入を行いました。

費の増加などにより前中間期と比べ、２１億円の増加となる８１億円となりました。

となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、２００億円の社債の償還のため借入を行い、２億円の支出となりました。

減少となりました。

される米国、景気拡大が続く中国等を中心に、着実に回復を持続するものと期待されます。

波乱がなければ、順調に推移するものと思われます。

の活発な設備投資意欲に支えられ、受注は今後も引き続き好調に推移するものと期待されます。

ます。

見込んでおります。

利益につきましては、連結経常利益は１２５億円、連結当期純利益は７８億円を見込んでおります。

なお、１０月から１２月までの為替レートにつきましては、１ドル１１０円、１ユーロ１３５円を想定しております。

また、投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出額等が１２５億円となり、１２３億円の支出

一方、「踊り場」を抜け出したと言われるわが国経済も、原油価格の更なる高騰や米中を中心とした世界経済に大きな

これらの結果、現金および現金同等物の中間期末残高は７３億円となり、前期末の１１７億円に比べて４４億円の

このような経営環境のなか、平成１８年1月１日に光洋精工株式会社と合併する当社の平成１７年４月から１２月まで

の業績は、連結売上高は工作機械等が８７０億円、自動車部品が１，２８０億円を見込み、売上高合計で２，１５０億円を

今後の世界経済の見通しにつきましては、一時的な減速も懸念されますが、引き続き堅調に推移することが予想

工作機械業界におきましては、日本工作機械工業会が８月に本年の工作機械受注目標を上方修正した通り、国内外

また、自動車業界におきましても、順調な国内需要、輸出が維持され、国内生産は引き続き増加するものと期待され

１５億２千９百万円増加し、また、固定資産は、国内を始め米国やタイなどにおける自動車部品の生産能力増強のため

キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益および減価償却

また、財政状態につきましては、たな卸資産と受取手形および売掛金の増加により、流動資産は前期末と比較して

さて、当中間期の工作機械とメカトロニクス商品などを合わせた工作機械等の連結受注高は、６７７億円と前年同期

致しました。

連結売上高につきましては、工作機械等事業では、好調な受注を背景に５８０億円（対前年同期比６３．１％増）に

なり、自動車部品事業においては、海外子会社を中心に増加し８３９億円（対前年同期比１０．８％増）となり、

利益につきましては、売上高の増加と生産の合理化や経費節減のための諸活動に当社グループをあげて積極的に

取り組んでまいりました結果、連結経常利益は、８３億２千３百万円（対前年同期比７６．４％増）となり、連結中間純利益

当期の中間配当金につきましては、１０月２８日開催の取締役会において、1株につき６円とすることを決定
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(単位：百万円）

当中間期 前年中間期
（17.4.1～17.9.30） （16.4.1～16.9.30）

金    額 構成比 金    額 構成比

工 工   研   削   盤 15,769 11.1 % 10,626 9.6 % 5,143       48.4 % 25,707 10.5 %

作 作   専   用   機 13,552 9.6 5,260 4.7 8,292       157.6 18,690 7.7

機 機 ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀ-他 14,230 10.0 10,020 9.0 4,210       42.0 22,617 9.3

械 械 小     計 43,552 30.7 25,907 23.3 17,645     68.1 67,015 27.5

等 14,536 10.2 9,706 8.7 4,830       49.8 22,078 9.0

58,088 40.9 35,614 32.0 22,474     63.1 89,093 36.5

ステアリング 50,657 35.7 46,613 41.9 4,044       8.7 94,398 38.7

駆動その他 33,293 23.4 29,122 26.1 4,171       14.3 60,292 24.8

83,951 59.1 75,736 68.0 8,215      10.8 154,690 63.5

142,039 100.0 111,350 100.0 30,689     27.6 243,784 100.0

（１） 受    注    高 (単位：百万円）

51,492 42,429 9,063 21.4 % 86,583

16,238 10,532 5,706 54.2 23,198

67,730 52,962 14,768 27.9

（２） 受  注  残  高 (単位：百万円）

50,123 39,153 10,970 28.0 % 42,189

     5,808 3,890 1,918 49.3 4,106

55,931 43,043 12,888 29.9 46,295

109,782    

自  動  車  部  品　 計

ﾒ ｶ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ 製品他

合           計

計

  ４．  受  注  高  及  び  受  注  残  高  

区        分
当中間期 前年中間期

  ３．   売     上      高      明      細  

前      期

工 作 機 械 等 合 計

工    作    機    械

ﾒ ｶ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ 製 品 他

工 作 機 械 等 合 計

工    作    機    械

区        分

ﾒ ｶ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ 製 品 他

区        分 （16.4.1～17.3.31）

金    額 構成比

増    減 増減率

増    減 増減率
前      期

（17.4.1～17.9.30） （16.4.1～16.9.30） （16.4.1～17.3.31）

前      期
（17.9.30現在） （16.9.30現在） （17.3.31現在）

増    減
前年中間期当中間期

増減率
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(単位：百万円）

（ 資 産 の 部 ）

111,080 109,551        1,529           95,647         

7,338 12,064          △4,726 10,772          

68,253 64,000          4,253           51,337          

- -                -                2,016           

26,576 24,469          2,107           23,250          

5,103 4,934           169              4,687           

3,982 4,254           △272 3,774           

△172 △171 △1 △191

170,717 162,666        8,051           157,138        

123,548 120,648        2,900           116,414        

24,737 24,355          382              22,865          

53,026 53,741          △715 50,044          

2,846 3,125           △279 3,566           

35,723 34,417          1,306           34,386          

7,214 5,008           2,206           5,553           

6,853 7,224           △371 7,628           

6,560 6,974           △414 7,398           

293 250              43               230              

40,316 34,793         5,523           33,095         

35,942 29,710          6,232           29,230          

200 195              5                 190              

289 1,533           △1,244 1,088           

3,915 3,384           531              2,619           

△31 △31 -                △34

281,798 272,218        9,580           252,786        

(注） １．有形固定資産の減価償却累計額 158,392 160,864        △2,472 160,532        
２．有形固定資産の圧縮記帳額 288             288 -               288             

連 結 調 整 勘 定

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

資　産　合　計

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

有 価 証 券

  ５．中  間  連  結  貸  借  対  照  表  

前年中間期
（16.9.30現在）

科              目
当中間期 前       期

増   減
（17.9.30現在） （17.3.31現在）

－6－



(単位：百万円）

（ 負 債 の 部 ）

78,545 93,885         △15,340 80,812         

35,791 35,315          476              28,728          

15,126 9,545           5,581           9,423           

- 20,000          △20,000 20,000          

14,506 13,862          644              13,490          

3,685 3,990           △305 2,279           

1,218 961              257              861              

             605 659              △54 608              

7,611 9,549           △1,938 5,420           

68,516 52,366         16,150         50,749         

30,000 30,000          -                30,000          

24,071 9,135           14,936          9,571           

2,073 1,284           789              1,217           

11,723 10,847          876              9,960           

             517 1,099           △582 -                

             130 -                130              -                

負 債 計        147,061 146,251        810             131,561        

（少数株主持分）

4,407 4,241           166             4,264           

（ 資 本 の 部 ）

24,805 24,805         -               24,805         

30,134 30,120         14               30,115         

66,033 61,819         4,214           57,680         

11,921 8,203           3,718           7,896           

△812 △1,455 643             △1,750

△1,752 △1,767 15               △1,787
資 本 計        130,329 121,725        8,604           116,960        

       281,798 272,218        9,580           252,786        

３．保証債務等 792 730 62               743
４．自己株式の数 3,184,103 株 3,261,496 株 △77,393 株 3,347,285 株

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

負債、少数株主持分及び資本合計

少 数 株 主 持 分

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定

自 己 株 式

そ の 他

前年中間期
（17.9.30現在） （17.3.31現在） （16.9.30現在）

増   減
当中間期 前       期

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

未 払 法 人 税 等

品 質 保 証 引 当 金

従 業 員 預 り 金

そ の 他

短 期 借 入 金

科              目

未 払 費 用

1 年 以 内 償 還 社 債

流 動 負 債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金
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(単位：百万円）

百分比 百分比 百分比
％ ％ ％

142,039   100.0 111,350   100.0 30,689       243,784   100.0

116,916   82.3 92,444     83.0 24,472       200,777   82.4

25,123     17.7 18,905    17.0 6,218        43,007    17.6

15,973     11.3 13,993     12.6 1,980         29,598     12.1

9,150      6.4 4,912      4.4 4,238        13,409    5.5

1,330      0.9 1,205      1.1 125          1,912      0.8

352         249         103           455         

977         956         21             1,456      

2,157      1.4 1,398      1.3 759          2,850      1.2

477         440         37             923         

1,679       958         721           1,926      

8,323      5.9 4,718      4.2 3,605        12,471    5.1

-           -       36          0.0 △36 904        0.4

-           36          △36 36          

-           -           -             868         

8,323      5.9     4,682      4.2     3,641        11,566    4.7

3,380       2.4     2,450      2.2     930           5,249      2.1

△500 △0.4 △538 △0.5 38             △1,403 △0.6

△377 △0.3 △114 △0.1 △263 △278 △0.1
(減算△）

5,066      3.6     2,656      2.4     2,410        7,442      3.1

特 別 損 失

減 損 損 失

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

税金等調整前中間(当期)純利益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他 の 営 業 外 費 用

経 常 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 営 業 外 収 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

  ６． 中   間   連   結   損   益   計   算   書  

科                 目 増        減
（17.4.1～17.9.30) （16.4.1～16.9.30)

前        期
（16.4.1～17.3.31）

当中間期 前年中間期
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(単位：百万円）

（資本剰余金の部）

30,120              30,114              30,114              

13                   1                     5                     
13                    1                      5                      

30,134              30,115              30,120              

（利益剰余金の部）

61,819              55,724              55,724              

5,236 2,824               7,610
5,066 2,656                7,442

- 127                  127

- 40                    40

3 -                     -                     

1,022 867                  1,515
778 648                  1,296
244 219                  219

66,033 57,680              61,819

(1) 連結子会社      ： 　37社

ⅰ ） 国内連結子会社 (14社)

豊興工業（株） 、 （株）ホウエン、 (株）トヨオキエンジニアリング、

(株）ＣＮＫ、 (株）ＣＮＫエンジニアリング、 豊ハイテック（株）、 

（株）豊幸、 豊田バンモップス(株) 、 フォーミックス(株) 、 

ジーケーエヌ豊田工機（株）、 （株）ＴＫエンジニアリング、 (株)ＴＫヒューマン、

(株)戸谷製作所、 豊田工機トルセン(株）

ⅱ ） 海外連結子会社(23社）

ﾄﾖﾀﾞ ﾏｼﾅﾘｰ ﾕｰｴｽｴｰ(株) [TMU]、 ｸﾞﾗｲﾝﾀﾞｰｽ ﾌｫｱ ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ(株) [GFI]、

ﾄﾖﾀﾞ ﾏｼﾅﾘｰ ｱﾝﾄﾞ ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ ﾖｰﾛｯﾊﾟ(株) [TMEE]、 ﾄﾖﾀﾞ ﾐﾂｲ ﾖｰﾛｯﾊﾟ(有) [TME]、

ﾄﾖﾀﾞ ﾐﾂｲ ﾖｰﾛｯﾊﾟ(株) [TME-F]、 ﾄﾖﾀﾞ ﾏｼﾅﾘｰ ｻｳｽ ｲｰｽﾄ ｱｼﾞｱ(株) [TMSEA]、

ﾄﾖﾀﾞｺｳｷ ﾄﾞ ﾌﾞﾗｼﾞﾙ(有) [TKB]、 豊田工機(大連)(有) [TMD]、

ﾄﾖﾀﾞｺｳｷ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ﾉｰｽ ｱﾒﾘｶ(株) [TANA]、 ﾄﾖﾀﾞｺｳｷ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ｻｳｽ ｶﾛﾗｲﾅ(株) [TASC]、

ﾄﾖﾀﾞ ﾏｼﾝ ﾜｰｸｽ (ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)(株) [TMWT]、 ﾄﾖﾀﾞｺｳｷ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ﾕｰｹｰ(株) [TAUK]、

ﾄﾖﾀﾞｺｳｷ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ﾁｪｺ ﾘﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ(有) [TACR]、 豊田工機汽車部件(天津)(有) [TATJ]、

GKN ﾄﾖﾀﾞ (ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)(株) [GTT]、 ﾄﾖﾀﾞｺｳｷ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ﾄﾙｾﾝ ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ(株) [TATH]、

ﾄﾖﾀﾞｺｳｷ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ﾄﾙｾﾝ ﾖｰﾛｯﾊﾟ(株) [TATE]、 ﾄﾖﾀﾞｺｳｷ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ ﾄﾙｾﾝ ﾉｰｽ ｱﾒﾘｶ(株) [TATNA]、

大連豊田工機創新汽車部件(有) [TDI]、 建豊油圧(株)、

CNK ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｭｱﾘﾝｸﾞ (ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)(株) [CNKMT]、 豊田工機（佛山）汽車部件(有) [TAF]、

豊田工機科技中心（大連）(有) [TAST]

(2) 持分法適用の関連会社     ： 7社

(株)ファーベス、 三井精機工業(株)、 T&K ｵｰﾄﾊﾟｰﾂ(株) [T&K]、

GKN ﾄﾞﾗｲﾌﾞﾗｲﾝ ﾄﾖﾀﾞ ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｭｱﾘﾝｸﾞ(株) [GTM] (株)TPAエンジニアリング [TPA]、

ヤマセイ タイ(株)、 永豊国際工業(株)

(3)

建豊油圧(株)、CNK ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｭｱﾘﾝｸﾞ(ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)(株)を除く海外連結子会社、
ジーケーエヌ豊田工機（株）、豊田工機トルセン（株）

(4)

166 -                     -                     

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手許現金、要求払預金及び取得日から3ヵ月

利 益 剰 余 金 減 少 高

以 内 に 満 期 日 の 到 来 す る 流 動 性 の 高 い 、 容 易 に 換 金 可 能 で あ り 、 か つ 、 価 値 の 変 動 に つ い て 僅 少 な
リ ス ク し か 負 わ な い 短 期 的 な 投 資 と し て お り ま す 。

  ８．中間連結財務諸表作成に関する基本事項  

利 益 剰 余 金 中 間 ( 期 末 ) 残 高

連結子会社のうち、中間決算日が中間連結決算日(9月30日)と異なる子会社は次の通りであります。

また、これらの子会社の中間決算日は6月30日であり、中間連結財務諸表の作成にあたっては、各社の
中間財務諸表に基づき連結しております。

利 益 剰 余 金 増 加 高

  ７．  中   間   連  結  剰  余  金  計  算  書  

前年中間期
（16.4.1～16.9.30）

前       期
（16.4.1～17.3.31）

科             目
当中間期

（17.4.1～17.9.30）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高
自 己 株 式 処 分 差 益

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

役 員 賞 与

連 結 子 会 社 増 加 に 伴 う 増 加 高

在 外 連 結 子 会 社 の 固 定 資 産

配 当 金

持分法適用会社の増加に伴う増加高

連 結 子 会 社 減 少 に 伴 う 増 加 高

再 評 価 に 伴 う 増 加 高
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（単位：百万円）

期   別
科  目

Ⅰ．営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ
税金等調整前中間(当期)純利益 8,323           4,682           11,566           
減価償却費 6,901           5,818           12,673           
連結調整勘定償却額 558              424               848               
有形固定資産除売却損益 719              5                  209               
有価証券売却損益 △0 -                 △201
有価証券評価損 0                 4                  15                
貸倒引当金の増加(△減少)額 1                 △119 △143
退職給付引当金の増加額 876              637               1,524            
役員退職慰労引当金の増加(△減少）額 △581 -                 1,099            
受取利息及び受取配当金 △352 △249 △455
支払利息 477              440               923               
持分法による投資損益 △129 △148 △46
売上債権の増加額 △4,053 △628 △13,381
たな卸資産の増加額 △1,886 △2,818 △4,068
仕入債務の増加（△減少）額 433              △121 6,075            
未払消費税等の増加（△減少）額 186              △383 △331
役員賞与の支払額 △264 △239 △239
その他 943              920               1,408            

小計 12,153         8,226           17,476           
利息及び配当金の受取額 352              249               455               
利息の支払額 △502 △439 △924
法人税等の支払額 △3,814 △2,002 △3,002

営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ 8,188           6,033           14,005           

Ⅱ．投資活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ
有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △25 △17 △56
子会社株式の取得による支出 △375 -                 -                 
有価証券及び投資有価証券の売却による収入 104              -                 286               
貸付けによる支出 △63 △51 △112
貸付金の回収による収入 55               147               210               
有形固定資産の取得による支出 △12,542 △10,596 △18,380
有形固定資産の売却による収入 840              317               1,243            
その他 △316 △295 △1,315

投資活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ △12,323 △10,495 △18,126

Ⅲ．財務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ
短期借入金の純増加額 5,586           2,457           1,883            
長期借入金による収入 15,000         1,040           1,026            
社債償還による支出 △20,000 -                 -                 
少数株主への株式の発行による収入 26               224               224               
自己株式の取得による支出 △45 △19 △72
自己株式の売却による収入 76               13                92                
親会社による配当金の支払額 △778 △648 △1,296
少数株主への配当金の支払額 △114 △74 △79

財務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ △248 2,994           1,778            

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 △50 △16 148              
Ⅴ．現金及び現金同等物の減少額 △4,433 △1,484 △2,193
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 11,784         13,744         13,744           
Ⅶ．連結範囲の異動に伴う

現金及び現金同等物の増加（△減少）額 △12 233              233              
Ⅷ．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 7,338           12,493         11,784           

(注）現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 現金及び預金勘定 7,338 10,772 12,064
 基準価格が相場の変動による影響を受けない受益証券 -                2,001 -                 
 預入期間が3ヶ月を超える定期預金 -                △280 △280
 現金及び現金同等物 7,338 12,493 11,784

（16.4.1～17.3.31）
前中間期

  ９．中 間 連 結 キャ ッ シュ ・ フ ロ ー 計 算 書   

当中間期
（17.4.1～17.9.30） （16.4.1～16.9.30）

前      期
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（１）事業の種類別セグメント情報

（単位：百万円）

工作機械等 自動車部品 消      去 工作機械等 自動車部品 消      去
事        業 事        業 又は全社 事        業 事        業 又は全社

　売上高及び営業損益

　売上高

①外部顧客に対する売上高 58,088     83,951     142,039   -           142,039  35,614     75,736     111,350   -          111,350   

②セグメント間の内部売上高 -           -           -           -           -          -           -           -           -          -           

   又は振替高

58,088     83,951     142,039   -           142,039  35,614     75,736     111,350   -          111,350   

　営業費用 51,865     81,024     132,889   -           132,889  34,169     72,267     106,437   -          106,437   

　営業利益 6,223      2,926      9,150      -           9,150      1,444      3,468      4,912      -          4,912      

工作機械等 自動車部品 消      去
事        業 事        業 又は全社

　売上高及び営業損益

　売上高

①外部顧客に対する売上高 89,093     154,690   243,784   -           243,784  

②セグメント間の内部売上高 -           -           -           -           -          

   又は振替高

89,093     154,690   243,784   -           243,784  

　営業費用 82,627     147,748   230,375   -           230,375  

　営業利益 6,466      6,942      13,409     -           13,409    

（注） １．当社の事業区分は、製品および市場の類似性により区分しております。

２．各事業区分の主要製品等

工作機械

 （研削盤、専用機、マシニングセンター、超精密加工機、フローフォーミングマシン、ダイヤモンド工具等）

メカトロニクス製品他

 （制御情報システムおよび機器、油圧・空圧機器、環境機器等）

ステアリング

 （油圧パワーステアリングシステム、電動パワーステアリングシステム等）

駆動部品　

 （ドライブシャフト、4ＷＤ用電子制御カップリング、トルセン、プロペラシャフト、ダンパープーリー等）

電子部品他　（ＥＣＵ、センサー等）

金属表面処理他

計

計 連      結

計

前           期
（16.4.1～17.3.31）

計 連      結

自動車部品
事         業

主    要    製    品    等事 業 区 分

工作機械等
事         業

  10．  セ    グ    メ    ン    ト    情    報  

前   中   間   期
（16.4.1～16.9.30）

計

当   中   間   期
（17.4.1～17.9.30）

連      結
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（２）所在地別セグメント情報

（単位：百万円）

　売上高及び営業損益

　売上高

①外部顧客に対する売上高 111,350

②セグメント間の内部売上高 -        

   又は振替高

111,350

　営業費用 106,437

　営業利益 4,912    

　売上高及び営業損益

　売上高

①外部顧客に対する売上高

②セグメント間の内部売上高

   又は振替高

　営業費用

　営業利益

（注） １．国又は地域の区分は、地理的隣接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

     ① 北    米 … アメリカ

     ② その他の地域 … タイ、ドイツ、イギリス

372     9,124    

8,319   115,524

922       

△9,086

529     4,950    △376,713    1,086    1,433   9,233    3,498      

△11,180 132,889   

△83 9,150      

14,515   111,845 17,700  14,524 144,070 92,689    

15,437   △9,124153,303 △11,263 142,039   96,188    8,848   120,474計 118,558 18,787  15,958

8,476   111,350 -          -           142,039   87,715    15,158   108,129 18,485  15,425 142,039

その他
計

消     去
連     結

の地域 又は全社
消      去

連     結 日     本 北     米
又は全社

日    本 北   米
その他

計
の地域

当  中  間  期 前  中  間  期
（17.4.1～17.9.30） （16.4.1～16.9.30）

前           期
（16.4.1～17.3.31）

日    本 北   米
その他

計
の地域

連     結
又は全社
消      去

191,922 32,307  19,554 243,784

計 209,256 32,905  20,233 262,395 △18,611 243,784   

199,697 31,007  18,383 249,088

13,409    

230,375   

101        

△9,124

△18,611 -           

243,784   -           

△18,712

9,558    1,898    1,849   13,307   

17,334   598      678     18,611   

279       10,428   301      533     11,263   △11,263 -           8,472      
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（３）　海外売上高
（単位：百万円）

（注） １．国又は地域の区分は、地理的隣接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域
     ① 北    米 … アメリカ、カナダ、メキシコ
     ② その他の地域 … シンガポール、タイ、ドイツ

（１）満期保有目的の債券で時価のあるもの
  該当する事項はありません。

（２）その他有価証券で時価のあるもの
(単位 : 百万円)

その他

合計

その他

合計

（３）時価評価されていない主な「有価証券」（上記（１）を除く）の内容及び中間連結貸借対照表計上額
① 満期保有目的の債券

  該当する事項はありません。

② その他有価証券 (単位 : 百万円)

 非上場株式（店頭売買株式を除く）

 マネー・マネジメント・ファンド

 外国債券

12,674

-

前期
(17.3.31 現在)

9,938 22,617 12,679

5

3,523

9,861 23,064 13,203

3,523

前中間期
(16.9.30 現在)

② 債券

- - -

① 株式 9,861 23,064 13,203

種　類
前 　　　期    (17.3.31現在)

取  得  原  価
連 結 貸 借

差　額
対照表計上額

取  得  原  価
中間連結貸借
対照表計上額

9 15

9,928 22,602

差　額

27.3%16,112 14,251 30,363 111,350

前    期
（16.4.1～17.3.31）

海 外 売 上 高
連結売上高

連結売上高に占める

北   米 その他の地域 計 海外売上高の割合

連結売上高に占める

北   米 その他の地域 計 海外売上高の割合

前  中  間  期
（16.4.1～16.9.30）

海 外 売 上 高
連結売上高

種　類

900 1,000 1,000

当中間期
(17.9.30 現在)

-

3,494

2,001

- - -

9,880 29,378 19,498

② 債券

9,880 29,378 19,498

28.5%

当  中  間  期
（17.4.1～17.9.30）

種　類
当 中 間 期    (17.9.30現在)

取  得  原  価
中間連結貸借
対照表計上額

差　額

34,554

20,729 19,810 40,540 142,039

海 外 売 上 高

北   米 その他の地域 計
連結売上高

連結売上高に占める
海外売上高の割合

① 株式

42,339 76,893 243,784 31.5%

11．有   価    証    券  

前 中 間 期    (16.9.30現在)
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  １．   売     上      高      明      細  

(単位：百万円）

当中間期 前年中間期 前      期

区        分 （17.4.1～17.9.30） （16.4.1～16.9.30） 増    減 増減率 （16.4.1～17.3.31）

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

工 工   研   削   盤 12,579 11.9 % 8,341 9.8 % 4,238       50.8 % 20,536 11.0 %

作 作   専   用   機 13,372 12.7 5,749 6.8 7,623       132.6 18,990 10.2

機 機 ﾏｼﾆﾝｸﾞｾﾝﾀ他 11,564 10.9 8,030 9.4 3,534       44.0 17,336 9.3

械 械 小     計 37,515 35.5 22,121 26.0 15,394     69.6 56,862 30.5

等 ﾒ ｶ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ 製品他 7,694 7.3 4,122 4.9 3,572       86.7 10,253 5.5

計 45,210 42.8 26,244 30.9 18,966     72.3 67,116 36.0

ステアリング 37,021 35.1 36,984 43.5 37           0.1 74,872 40.2

駆動その他 23,340 22.1 21,709 25.6 1,631       7.5 44,430 23.8

自  動  車  部  品　計 60,362 57.2 58,693 69.1 1,669      2.8 119,303 64.0

合           計 105,572 100.0 84,937 100.0 20,635     24.3 186,420 100.0
（ う ち 輸 出 ） ( 15,865 ) ( 15.0 ) ( 14,431 ) ( 17.0 ) 1,434(      ) ( 9.9 ) ( 40,619 ) ( 21.8 )

  ２．  受  注  高  及  び  受  注  残  高  

（１） 受    注    高 (単位：百万円）

区        分
当中間期 前年中間期

増    減 増減率
前      期

（17.4.1～17.9.30） （16.4.1～16.9.30） （16.4.1～17.3.31）

工    作    機    械 44,081 39,131 4,950       12.6 % 78,654

ﾒ ｶ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ 製 品 他      8,470 4,707 3,763       79.9 10,319

工 作 機 械 等 合 計 52,552 43,839 8,713      19.9 88,974

（２） 受  注  残  高 (単位：百万円）

区        分
当中間期 前年中間期

増    減 増減率
前      期

（17.9.30現在） （16.9.30現在） （17.3.31現在）

工    作    機    械 45,722 34,375 11,347     33.0 % 39,157

ﾒ ｶ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ 製 品 他      2,622 2,366 256         10.8 1,847

工 作 機 械 等 合 計 48,345 36,741 11,604     31.6 41,004
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  ３．  中　　間　　貸　　借　　対　　照　　表  

(単位：百万円）

科         目
当中間期 前      期

増      減
前年中間期

（17.9.30現在） （17.3.31現在） （16.9.30現在）

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 81,569         81,549         20               72,654         

現 金 867              預 金 4,957           △4,090 5,774           
受 取 2,568           手 形 2,602           △34 2,708           
売 掛 金 53,513          50,445          3,068           40,036          
有 価 -                証 券 -                -                2,001           
製 品 594              587              7                 483              
原 材 料 815              894              △79 744              
仕 掛 品 11,306          9,868           1,438           9,508           
貯 蔵 品 1,218           1,190           28               1,159           
前 渡 金 3,289           2,857           432              2,846           
繰 延 税 産 3,294           金 資 3,355           △61 3,433           
短 期 貸 付 金 2,426           2,678           △252 2,731           
未 収 1,339           入 金 1,565           △226 664              
そ の 385              他 の 流 動 資 産 596              △211 611              
貸 倒 引 当 金 △50 △50 -                △50

固 定 資 産 159,701        152,421        7,280           147,486        

有 形 固 定 資 産 84,976         83,584         1,392           80,980         
建 物 14,188          13,976          212              12,729          
構 築 物 1,235           1,211           24               1,184           
機 械 29,764          装 置 30,857          △1,093 29,690          
車 両 運 搬 具 221              192              29               154              
工 具 器 品 2,059           具 備 2,177           △118 2,016           
土 地 33,205          31,897          1,308           31,897          
建 設 仮 勘 定 4,301           3,271           1,030           3,307           

無 形 固 定 資 産 152             165             △13 178             

投 資 そ の 他 の 74,571         資 産 68,671         5,900           66,327         
投 資 有 券 15,975          価 証 13,914          2,061           12,461          
関 係 ・ 出 54,830          会 社 株 式 資 金 50,206          4,624           50,509          
出 資 金 526              526              -                526              
長 期 貸 付 金 195              187              8                 180              
繰 延 税 産 -                金 資 1,317           △1,317 850              
そ の 他 の 3,045           投 資 2,519           526              1,799           
貸 倒 引 当 金 △1 △1 -                △0

資 産 合 計 241,270        233,971        7,299           220,140        

(注） １．有形固定資産の減価償却累計額 123,033        127,949      △4,916 126,906       
２．有形固定資産の圧縮記帳額 288                288 -               288             
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(単位：百万円）

科         目
当中間期 前      期

増      減
前年中間期

（17.9.30現在） （17.3.31現在） （16.9.30現在）

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 57,869         72,200         △14,331 63,142         

支 払 手 形 2,216            1,877            339             1,838           
買 掛 金 29,019          27,323          1,696           23,623         
短 期 借 5,000            入 金 -                5,000           -                
1 年 以 内 償 還 社 債 -                20,000          △20,000 20,000         
未 払 金 5,706            7,181            △1,475 3,363           
未 払 費 用 9,009            8,669            340             8,336           
未 払 法 人 税 等 2,593            2,976            △383 1,727           
前 受 金 295              126              169             360             
預 り 金 2,740            2,884            △144 2,794           
品 質 保 証 引 当 金 730              584              146             525             
従 業 員 預 り 金 557              575              △18 573             

固 定 負 債 63,744         47,894         15,850         45,858         

社 債 30,000          30,000          -               30,000         
長 期 借 23,000          入 金 8,000            15,000         8,000           
退 職 給 付 引 当 金 9,724            8,795            929             7,858           
役 員 退 職 金 517              慰 労 引 当 1,099            △582 -                
繰 延 税 金 負 債 503              -                503             -                

負 債 計 121,614        120,094        1,520           109,001       

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 24,805         24,805         -               24,805         

資 本 剰 余 金 30,134         30,120         14               30,115         
資 本 準 30,114          備 金 30,114          -                30,114         
そ の 19                他 資 本 剰 余 金 5                 14               1                 

自 己 株 式 処 分 差 益 19                5                 14               1                 

利 益 剰 余 金 55,264         53,129         2,135           50,838         
利 益 準 6,201            備 金 6,201            -                6,201           
任 意 積 43,131          立 金 41,144          1,987           41,144         

特 別 償 却 準 備 金 6                 16                △10 16               
圧 縮 記 帳 積 立 金 124              127              △3 127             
別 途 積 43,000          立 金 41,000          2,000           41,000         

中 間 （ 当 期 ） 益 5,932            未 処 分 利 5,783            149             3,492           

その 11,184         他有価証券評価差額金 7,572           3,612           7,154           

自 己 株 式 △1,732 △1,750 18               △1,774
資 本 計 119,656        113,877        5,779           111,139       

負　債　資　本　合　計 241,270        233,971        7,299           220,140       

３．保証債務等 10,649          10,519          130             10,751         
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 ４．  中　　間　　損　　益　　計　　算　　書  

(単位：百万円）

科       目
当中間期 前年中間期

増    減
前      期

（17.4.1～17.9.30） （16.4.1～16.9.30） （16.4.1～17.3.31）

百分比 百分比 百分比

％ ％ ％

売 上 高 105,572 100.0 84,937   100.0 20,635     186,420  100.0

売 上 原 価 91,025   86.2  73,523   86.6  17,502      160,362  86.0

売 上 総 利 益 14,547   13.8  11,414   13.4  3,133       26,057   14.0

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,770     9.3    8,548     10.0  1,222       18,290    9.8

営 業 利 益 4,776    4.5    2,865    3.4    1,911       7,767     4.2

営 業 外 収 益 1,834    1.7    1,319    1.5    515         1,912     1.0

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,226     696       530          970       

そ の 他 の 営 業 外 収 益 608       622       △14 942       

営 業 外 費 用 1,747    1.6    1,011    1.2    736         1,465     0.8

支 払 利 息 339       363       △24 723       

そ の 他 の 営 業 外 費 用 1,407     648       759          741       

経 常 利 益 4,864    4.6    3,173    3.7    1,691       8,215     4.4    

特 別 損 失 -         -     35        0.0    △35 903       0.5    

減 損 損 失 -         35         △35 35         

役員退職慰労引当金繰入額 -         -         -            868       

税 引 前 当 期 純 利 益 4,864    4.6    3,138    3.7    1,726       7,312     3.9    

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,320     2.2    1,650     1.9    670          3,550     1.9    

法 人 税 等 調 整 額 △514 △0.5 △535 △0.6 21           △1,201 △ 0.7 

当 期 純 利 益 3,059    2.9    2,024    2.4    1,035       4,963     2.7 

前 期 繰 越 利 益 2,873     1,468     1,405       1,468     

中 間 配 当 額 -         -         -            648       

当 期 未 処 分 利 益 5,932    3,492    2,440       5,783     

（注） 減 価 償 却 実 施 額 4,212     3,961 251          7,933
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 ５．  有  価  証  券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。
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